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実績値 推計値

平成52年の本市の推計人口は668,345人となり，平成22年から143,556人減少。15～64歳人口は，
平成52年には35.6万人となり16万人の減少となる。一方，65歳以上人口は，24.9万人になると推
計されている。



区別 人口と推計人口
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資料：国勢調査（推計値は国勢調査（H22）を基準として新潟市推計）
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本市の人口推移と推計人口

＜S40を100％としたときの増減率＞
S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52

0～14歳 100.0% 95.0% 101.9% 106.9% 103.1% 91.3% 80.6% 73.8% 68.1% 64.4% 60.0% 55.6% 50.0% 45.6% 41.9% 39.4%

15～64歳 100.0% 106.8% 113.4% 120.5% 125.9% 129.8% 133.2% 132.7% 130.2% 125.9% 118.5% 112.0% 107.3% 102.2% 95.6% 86.8%

65歳以上 100.0% 120.6% 155.9% 194.1% 232.4% 285.3% 352.9% 423.5% 491.2% 550.0% 641.2% 691.2% 705.9% 708.8% 714.7% 732.4%

計 100.0% 104.5% 112.7% 121.0% 125.8% 128.3% 131.6% 133.4% 134.1% 133.4% 132.5% 129.6% 125.8% 121.4% 116.2% 110.6%

区別　人口と推計人口

＜H22を100％としたときの増減率＞
北区 東区 中央区

H22 H37 H47 H22 H37 H47 H22 H37 H47

15歳未満 100.0% 80.0% 70.0% 15歳未満 100.0% 73.7% 63.2% 15歳未満 100.0% 90.5% 76.2%

15～64歳 100.0% 80.0% 72.0% 15～64歳 100.0% 83.1% 71.9% 15～64歳 100.0% 91.6% 83.2%

65歳以上 100.0% 127.8% 122.2% 65歳以上 100.0% 119.4% 119.4% 65歳以上 100.0% 117.5% 125.0%

計 100.0% 91.0% 83.3% 計 100.0% 89.9% 81.3% 計 100.0% 97.2% 91.7%

江南区 秋葉区 南区

H22 H37 H47 H22 H37 H47 H22 H37 H47

15歳未満 100.0% 90.0% 80.0% 15歳未満 100.0% 80.0% 70.0% 15歳未満 100.0% 83.3% 50.0%

15～64歳 100.0% 93.2% 90.9% 15～64歳 100.0% 89.4% 80.9% 15～64歳 100.0% 76.7% 63.3%

65歳以上 100.0% 131.3% 131.3% 65歳以上 100.0% 115.0% 115.0% 65歳以上 100.0% 127.3% 127.3%

計 100.0% 101.4% 98.6% 計 100.0% 94.8% 88.3% 計 100.0% 89.4% 76.6%

西区 西蒲区

H22 H37 H47 H22 H37 H47

15歳未満 100.0% 76.2% 61.9% 15歳未満 100.0% 71.4% 57.1%

15～64歳 100.0% 86.5% 77.9% 15～64歳 100.0% 73.0% 62.2%

65歳以上 100.0% 127.0% 129.7% 65歳以上 100.0% 118.8% 112.5%

計 100.0% 94.4% 87.7% 計 100.0% 85.0% 75.0%
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)
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政令市にいがたの現状

区間移動状況(H20→H23→H26)

■ 全市計 （単位：人）
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政令市にいがたの現状

合併前旧市町村間移動状況(H16)
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政令市別　区の人口・面積（上段：人口（人），下段：面積（ ））

財政力指
数

（順位）
経常収支
比率

（順位）
実質公債
費比率

（順位）

清田区 厚別区 手稲区 南区 白石区 西区 豊平区 中央区 東区 北区

115,111 129,429 140,993 141,030 210,153 212,302 217,991 227,385 258,383 281,872

59.87 24.38 56.77 657.48 34.47 75.10 46.23 46.42 56.97 63.57

若林区 宮城野区 泉区 太白区 青葉区

130,577 187,732 216,516 225,623 289,848

50.86 58.19 146.61 228.39 302.24

西区 桜区 中央区 岩槻区 大宮区 緑区 北区 浦和区 見沼区 南区

86,533 95,381 98,609 111,198 114,268 118,269 145,115 154,049 160,829 179,204

29.12 18.64 8.39 49.17 12.80 26.44 16.86 11.51 30.69 13.82

緑区 美浜区 若葉区 稲毛区 花見川区 中央区

126,726 148,750 150,399 157,093 177,865 201,721

66.25 21.20 84.21 21.22 34.19 44.69

西区 栄区 瀬谷区 中区 泉区 磯子区 緑区 南区 金沢区 保土ケ谷区 都筑区 港南区 神奈川区 旭区 戸塚区 鶴見区 青葉区 港北区

97,660 123,693 126,392 150,379 155,713 166,868 179,221 199,022 203,103 204,319 211,218 217,398 233,087 249,593 276,239 286,999 307,768 338,003

6.98 18.55 17.11 20.85 23.56 19.02 25.42 12.63 30.68 21.81 27.88 19.86 23.59 32.78 35.70 32.38 35.06 31.37

幸区 麻生区 多摩区 高津区 川崎区 宮前区 中原区

159,692 172,814 204,527 222,569 224,223 224,416 241,410

10.09 23.11 20.39 17.10 40.25 18.60 14.81

緑区 中央区 南区

173,310 268,228 273,192

253.81 36.83 38.18

南区 西蒲区 江南区 北区 秋葉区 東区 西区 中央区

46,370 59,802 69,306 76,290 77,976 138,435 157,168 175,923

100.59 174.59 75.81 107.92 94.90 38.77 95.54 37.75

駿河区 清水区 葵区 

211,682 244,046 257,836

72.89 265.09 1073.76

天竜区 北区 浜北区 南区 西区 東区 中区

31,660 94,438 96,777 103,453 113,058 129,774 239,799

943.84 295.54 66.50 46.84 114.71 46.29 44.34

熱田区 東区 中区 昭和区 瑞穂区 中村区 南区 西区 港区 天白区 千種区 名東区 北区 守山区 中川区 緑区

64,609 74,301 79,574 100,969 105,069 132,420 137,949 144,911 148,324 155,553 156,974 160,420 162,997 171,379 219,136 242,350

8.20 7.71 9.38 10.94 11.22 16.30 18.46 17.93 45.63 21.58 18.18 19.45 17.53 34.01 32.02 37.91

東山区 上京区 下京区 南区 中京区 北区 山科区 西京区 左京区 右京区 伏見区

37,082 77,011 77,115 98,487 104,324 111,853 131,385 151,816 155,545 195,687 277,659

7.48 7.03 6.78 15.81 7.41 94.88 28.70 59.24 246.77 292.07 61.66

浪速区 大正区 此花区 福島区 天王寺区 東成区 港区 西区 旭区 中央区 西淀川区 都島区 阿倍野区 西成区 鶴見区 北区 住之江区 生野区 東住吉区 住吉区 城東区 東淀川区 淀川区 平野区

62,841 67,652 67,868 70,551 72,379 80,768 82,619 89,044 91,250 92,779 97,132 102,656 107,483 110,006 112,827 115,804 124,631 128,392 130,931 153,904 167,313 171,306 172,320 200,320

4,37 9.21 15.45 4.67 4.80 4.55 7.90 5.20 6.30 8.88 14.23 6.05 5.99 7.35 8.16 10.33 20.77 8.38 9.75 9.34 8.42 13.26 12.64 15.30

美原区 東区 中区 西区 堺区 南区 北区 

39,755 87,103 125,123 138,415 146,579 151,381 158,422

13.20 10.49 17.88 28.61 23.65 40.39 15.60

長田区 兵庫区 中央区 灘区 須磨区 東灘区 垂水区 北区 西区

101,178 108,756 129,285 132,038 165,610 212,676 224,018 224,646 247,984

11.36 14.68 28.97 32.66 28.93 34.00 28.11 240.29 138.01

東区 中区 南区 北区

97,019 145,174 170,433 292,684

160.53 51.25 127.48 450.70

安芸区 東区 中区 佐伯区 南区 安佐北区 西区 安佐南区

80,817 121,244 129,527 137,475 140,700 149,733 188,738 239,833

15.32 39.42 26.30 35.61 117.24 353.33 94.08 225.22

戸畑区 八幡東区 若松区 門司区 小倉北区 小倉南区 八幡西区

59,137 70,210 85,297 103,075 180,428 214,654 258,994

16.66 36.26 69.91 73.37 39.23 171.74 83.04

城南区 中央区 西区 博多区 早良区 南区 東区

122,241 175,423 199,433 209,734 214,083 249,888 289,494

15.99 15.39 84.16 31.26 95.87 30.98 69.36

西区 南区 北区 中央区 東区 

92,830 128,142 144,843 176,121 190,633

110.01 115.34 89.33 25.45 50.19

※平成27年3月31日現在：千葉市，横浜市，川崎市，新潟市，静岡市，大阪市，堺市，神戸市，岡山市，北九州市，福岡市。平成27年4月1日現在：札幌市，仙台市，さいたま市，相模原市，浜松市，名古屋市，京都市，熊本市。
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行政区画の編成及び区役所の位置 

答  申  書

（抜粋） 

平成１７年８月３０日 

新潟市行政区画審議会 
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はじめに 

新潟市行政区画審議会(以下、「審議会」という)は、平成１７年４月２７日に「行

政区画の編成」と「区役所の位置」について、新潟市長から諮問を受けました。 

審議会では、合計８回の会議を開催しました。また審議会の中に，円滑な運営

を図るため検討委員会を設置して５回の会議と２回の現地視察を行うなど、慎重

な審議を進めてきました。 

また、審議会では素案を公表して、素案に対する住民説明会を市内及び巻町の

計２２ヶ所で開催するとともに、市民の意見募集にも努めたところです。審議会

ではこのような意見を踏まえて審議を重ね、本市における行政区画の編成及び区

役所の位置に関する本審議会としての結論を得たものです。 
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１． 行政区画の編成について 

 行政区画の編成については、新潟市を８つの行政区に区画することとし、各行

政区の区域は以下のとおりとします。 

 なお、各行政区の名称は、便宜上、１区、２区、３区、４区、５区、６区、７

区、８区と表示します。 

（略） 
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２．区役所の位置について 

各行政区の区役所の位置については、以下のとおりとします。 

 １区 豊栄支所（新潟市葛塚３１９７番地） 

 ２区 中地区事務所（新潟市古川町４番１２号） 

 ３区 新潟市役所本庁舎（新潟市学校町通１番町６０２番地 1） 

 ４区 亀田支所（新潟市泉町３丁目４番５号） 

 ５区 新津支所（新潟市程島２００９番地） 

 ６区 白根支所（新潟市白根１２３５番地） 

 ７区 坂井輪地区事務所（新潟市寺尾東３丁目１４番４１号） 

 ８区 巻町役場（西蒲原郡巻町大字巻甲２６９０番地１） 
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３．附帯意見 

審議会では行政区画の編成などについて、鋭意検討し議論を重ねてきたところ

ですが、以下の事項については、今後特段の配慮を払われることを要望します。 

(1) 政令指定都市移行に向けて、区役所の機能や行政区におけるまちづくりのあ

り方など「政令指定都市新潟」の姿について、積極的な情報提供に努め住民の

理解を得るよう配慮すること。 

(2) 住民の利便性を考慮し、区内及び区間の交通網の具体的な整備を検討するこ

と。 

(3) 河川の対岸に旧市町村地域が一部残る箇所、いわゆる「飛び地」を解消する

よう、明瞭な地形地物である河川で区画した。 

しかしながら、1区とした横越十二前地区については、当該地区住民の意見を

市当局で確認の上、調整をすること。 

(4) 既存施設の活用を最大限行う方針で審議した結果、移行時の区役所位置を答

申のとおりとした。しかしながら、施設によっては区における位置、施設規模、

老朽度等課題が残るところもあることから、政令市移行後に住民の意向を踏ま

えて、適地への新設も含めて検討をすること。 

(5) 区役所に出張所を設置することができるが、特に区役所から遠隔地にある地

域については、区役所機能を補完する意味において出張所等を設置すること。 
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参    考  

答申にあたって 

１ 審議経過 

「新潟市行政区画審議会」は平成 17 年 4 月 27 日に新潟市長から「行政区画

の編成」と「区役所の位置」について諮問を受けました。 

審議会では、まず「行政区画編成基準」と「区役所設置基準」を定めました。

これは、行政区画の編成と区役所の位置を決めるにあたり、特に重要なことに

ついて先行政令指定都市の例などを参考に、新潟市における地域事情を考慮し

て作成しました。またこの基準は、すべてを満たさなければならないものでは

なく、区割りや区役所の位置を検討する際にどの様な点を重視すべきかという

指針であり、これら基準とこれまでの住民意見や地域の状況、将来のまちづく

りの方向などを総合的に考慮し「素案」として取りまとめました。 

審議会では、素案に対する住民意見を聞くため住民説明会を 7月 16 日から 31

日まで、市内及び巻町の計 22 カ所で開催しました。住民説明会では、各地域か

ら延べ 1,577 名の住民の参加をいただき、136 件のご意見をいただきました。 

また、意見募集では、計 1,033 件の意見をいただきました。 

審議会では、その意見を受けて更に審議を重ね、本答申に至ったものです。 
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２ 行政区画編成基準 

基準項目 基準の概要 

人口規模 ○既存の政令市を見ると、指定時には、1 区あたりの人口規

模はばらつきがあるものの、平均した人口規模は、概ね 10

万人から 20 万人程度となっている。 

○人口規模が小さいと行政区の数が多くなり、行政の効率性

が損なわれることが考えられるが、一方、分権型政令指定都

市の実現を目指し、行政サービスの提供や住民との協働のま

ちづくりを考えると、小回りの利く人口規模が求められる。

○以上を考慮すると、人口規模は、10 万人程度が適当である

と考えられる。1 区あたりの人口は地形・地物や歴史的沿革

などから画一的に設定することは適当でないが、全区の平均

としては概ね 10 万人とする。 

地形、地物、面

積 

○明瞭な地形・地物は誰でもが認識しやすく、社会生活上の

大きな分断要素であることから、これを区画線とするように

考慮する。 

○区の中心地まで遠いと感じられない距離 

（時間距離がバス・自転車で概ね 30 分）。 

地域の一体性、

沿革、歴史、地

縁的感情 

○市民との協働により、地域の個性や特性を生かしたまちづ

くりを進めるために、市町村の区域を越えて一体感を有する

歴史的沿革や地縁的つながりを考慮する。鉄道・道路等の交

通網や、土地利用の一体性など、地域の結びつきを考慮する。

自治・町内会の

区域 

○自治・町内会などの地域コミュニティや町字の区域を考慮

する。 

学校区 ○小中学校の通学区域を分断しないよう考慮する。 

行政機関の所管

区域の一致 
○郵便局・警察署等の所管区域、地域の土地利用、交通体系

及び都市計画などの状況について考慮する。 
土地利用状況、

都市計画、地域

開発状況の変化 

旧市町村の区域 
○新市を構成する旧市町村は、そこに暮らす住民の日常生活

における地域の一体感・帰属意識の源であり、これまで培っ

てきた伝統・文化・歴史の基礎的な枠組みとなっている。従

って、旧新潟市を除く合併関係市町村については、旧市町村

界を分断しないこととする。 

○また、旧新潟市は人口規模からいって、旧市域をいくつか

に分ける必要があるが、その場合には、支所・出張所の境界

を基本的に区画線とするよう努める。 



17 

３ 区役所設置基準    

基準項目 基準の概要 

交通の利便性 ○区民にとって、交通条件のよい位置が望ましい。 

区内住民の日常

生活上の利便性 

○区役所の利用に際しては、日常生活上の利便性を高めるた

め、他の公共施設・機関、商業サービス機能が一応の水準で

蓄積されている地点が望ましい。 

既存施設の利用 

○支所や地区事務所などは、これまでも長年その場所でサー

ビスを提供し、地域住民にその位置も浸透していることな

ど、既存施設の有効利用を最大限考慮する。 

用地確保の可能

性 

○区役所は住民との協働の拠点となるなど、その用地はゆと

りある広さであることが望ましい。 

○現実的条件として、適当な規模の用地が確保できる可能性

があること。 

地域的発展の動

向 

○将来における地域開発や道路整備等、把握できる範囲の地

域発展の方向性を予測した上で位置を決めることが望まし

い。 
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４ 本答申の考え方 

  本答申に対する審議会の考えは、以下の通りです。 

 区の数を８区とした理由 

審議会は、当初は区の数にこだわらないということを確認した上で検討を始

めました。審議にあたっては、市が行った合計２回の区割りについての住民意

見を踏まえつつ、「行政区画編成基準」と「区役所設置基準」に基づいて論点の

整理を行い、以下の２点について最も重要であると判断しました。 

①今後のまちづくりの主体となるのは、そこに居住する住民であること。 

②その住民の意見を全体とのバランスをとる中で最大限尊重すること。 

   その結果、地域の皆さんの意見を尊重するとともに、生活圏や動線軸、まち

づくりの方向を考慮し、全体の調和をとるためには、８区が適当であるという

結論となりました。 

効率性を考えれば区の数は少ない方がよいと考えられますが、住民と行政が

協働して今後のまちづくりを行うためには、 

①地域の繋がりを尊重し、コミュニティの力を活かすことが必要である。 

②住民が自らが属する行政区を身近に感じられる距離の範囲が必要である。 

という点から、行政区は８区とすることが適当であると判断したものであり、

このことは分権型政令指定都市の理念にも合致するものと考えます。 

また、区が増えることによる経費については、既存施設を最大限利用したり、

行政改革を進めたりすることにより、適切な対応が可能と判断したところです。 

 各区の考え方 

【１区】  

阿賀野川以北の旧北蒲原郡としての歴史的沿革・地縁的つながりを考慮し一

つの区としました。 

新潟東港とその周辺に貿易・物流・工業関係の施設や企業が集積し、国際物

流拠点としてのまちづくりが行われています。また、阿賀野川、福島潟等は潤

いのある憩いの場として整備されており、豊かな自然環境に恵まれた快適な居

住環境整備が進められている地域です。 
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【２区】 

旧新潟市の区域の内、信濃川以東で古くからの中心地から東側に伸展した市

街地のまとまりを考慮し一つの区としました。 

県内及び近隣県の中枢としての新潟空港を有し、国際交流や国内各地との交

流のネットワークの拠点となっています。また新潟みなとトンネルなど港湾施

設の整備も進み、人とものの交流の場が創出されることが期待されている地域

です。 

【３区】 

旧新潟市の区域の内、古くからの中心地である中央地区（関屋分水路以西を

除く）及び沼垂地区に加え、新市の中心部としての一体性を考慮し、県庁周辺

の鳥屋野地区及び山潟地区を含め一つの区としました。 

県内及び近隣県の中枢拠点として高次の都市機能が集積し、港湾、駅などの

整備により人とものの交流の場が創出されています。また、新潟駅連続立体交

差事業による新たな動線軸の形成も見込まれている地域です。 

【４区】 

亀田郷という歴史的・地縁的つながりを考慮し一つの区としました。 

区内に広がる広大な農地では水稲や園芸作物等が生産され、大食料基地となっ

ています。 

また、国道 49 号等の幹線道路やＪＲ信越本線などの交通の要衝であることか

ら、大規模商業施設や福祉文教施設を活用した人・物が交流するまちづくりが

進められている地域です。 
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【５区】 

  小阿賀野川以南の信濃川と阿賀野川に囲まれた区域で、ＪＲ信越本線や国道

403 号などの道路のつながりを考慮し一つの区としました。 

恵まれた自然環境の保全に努めながら、快適な居住環境の整備を目指したま

ちづくりが進められています。また食料や医薬関連の研究開発と新規起業を促

すバイオリサーチパーク構想も推進されている地域です。 

【６区】 

中ノ口川沿いの西蒲原地域と「白根郷」の結びつきを考慮し一つの区としま

した。 

信濃川、中ノ口川両河川によって育まれる広大な農地の広がりに代表される

豊かな自然環境と調和した居住環境の整備が行われるとともに、ものづくりや

観光を通した賑わいのあるまちづくりが進められている地域です。 

【７区】 

旧新潟市の区域の内、信濃川及び関屋分水路以西の区域で、ＪＲ越後線や国

道 116 号などの道路のつながりと、市街地の広がりなどを考慮し、一つの区と

しました。 

豊かな自然環境の保全活用に努めながら、居住環境の整備が進められていま

す。また、高度な学術研究機関としての大学が区内に複数存在することから、

学術と文化が交流するまちづくりが世代を超えた住民の参画により進められて

いる地域です。 

【８区】 

西蒲原地域としてのまとまりとＪＲ越後線や国道 116 号などの道路のつなが

りを考慮し一つの区としました。 

巻・潟東インターチェンジが設置される等、高速交通網の整備も進んでいる

地域であり、自然環境と調和した居住環境の整備が進められています。また、

温泉や海岸等恵まれた観光資源を生かした観光地として、人々の憩いと交流の

場としてのまちづくりも進められている地域です。 
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なお審議会では、行政区画の編成及び区役所の位置について、素案をもとに

広く住民の意見を伺いました。意見は、市内全域から寄せられ、その内容は行

政区画や区役所の位置はもとより、公共交通のあり方など多岐にわたるもので

した。また歴史的背景や地縁的つながりを重視してほしいという意見が多く寄

せられるなど、まちづくりに対する熱意が感じられるものでした。 

審議会では、寄せられた意見を踏まえ慎重に議論を重ねる中で、今後の新潟

市がめざす分権型のまちづくりのためには、住民意見を最大限尊重する必要が

あると判断し、将来的な発展性や全体のバランスも考慮する中で各々検討し、 

以下の箇所以外は素案のとおりとした。 

○２区・３区の境界について 

素案では、小学校通学区域を尊重して区画線としたところですが、「山木戸」

を分断しないでほしいという意見、「紫竹」を分断しないでほしいという住民意

見がありました。それら意見を受けて審議する中で、行政区が設置されても通

学区域は変更されないことから、それぞれの地域の日常生活での一体性を尊重

し、山木戸１丁目から８丁目及び紫竹１丁目から 7 丁目を２区とするよう区画

線を変更しました。 

○３区・４区の境界について 

素案では、明瞭な地形地物である高速道路で区画したところですが、曽野木

地区において、自治会の分断や亀田郷としての一体性を考慮してほしいとの意

見が多く寄せられました。それら意見を受けて、地区の一体性の範囲をどの程

度とするかや小学校の通学区域等を考慮に入れて検討を行った結果、高速道路

と同様に明瞭な地形地物である鳥屋野潟放水路と県道新潟亀田内野線に区画線

を変更しました。 
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○２区・４区の境界について 

  素案では、明瞭な地形地物である高速道路で区画したところですが、高速道

路により江口地区の２世帯が区画線北側に位置することで２区となり、江口地

区の大部分が含まれる４区とは異なる区に所在することとなりました。 

このことに対して、自治会や集落としてのまとまりを考慮するならば、江口

地区を分断することは適当でないとの意見があり、その意見を受けて、この２

世帯については 4 区に含めるよう，主要地方道新潟亀田内野線江口大橋以東に

ついては，本所排水路北側の市道東８－１２３号線に区画線を変更しました。 

○６区と８区の境界について 

  素案では、中ノ口川沿いのつながりや将来のまちづくりの観点、さらには新

市全体の整合性を踏まえて、６区における協働を期待して中之口地区を６区と

して住民意見を聞くこととしました。 

  この素案については、「歴史的つながり」などから８区を希望するという中之

口地区の多数の意見が寄せられました。また、住民説明会においても同様の理

由で多くの発言がありました。 

一方、６区のままがよいという意見も寄せられ、住民説明会でも同様の意見

が出されました。 

審議会においては、このような経緯を踏まえつつ審議する中で、住民の動線

や将来的なまちづくりを重視すべきという意見、住民からの意見を重視すべき

という意見、住民意見もすべてが８区というわけではないという意見が出るな

ど、この件については非常に長時間かつ多様な議論を重ねました。 

答申にあたっては、旧中之口村総合計画に見られるように、巻・潟東インタ

ーチェンジを核とした地域発展を長年にわたり希求してきたこと、西蒲原地域

との歴史的、地勢的及び心理的な連帯感や今後のまちづくりの主体である住民

の声を尊重するという観点から中之口地区を８区にしました。 

なお、中之口地区が８区になっても、６区の考え方は変わるものではありま

せん。また、６区の人口が５万人を割ることとなりますが、先行政令市にも５

万人未満の区があるように、区の運営には問題がないと考えたところです。 
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○河川による飛び地の解消について 

  素案では、旧市町村界を重視し、河川対岸に旧市町村の一部が残る地域、い

わゆる「飛び地」をそのままに行政区画の編成を行ってきました。 

この素案については、明瞭な地形である河川を区画線とすべきという住民意

見が寄せられており、このような経緯を踏まえて審議する中で、将来的なまち

づくりの観点から、わかりやすい河川を区画線としました。 

  ただし、居住者のいる地域については別途調整が必要と考え、附帯意見に盛

り込んだところです。 
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 区役所位置について 

  区役所位置の検討にあたっては、区役所での住民サービスのうち、戸籍・住

民票・税や印鑑の証明など、住民生活において基本となるサービスについては、

どこの区役所でも手続きができるという、市の基本的な考えを踏まえて次のよ

うに決定しました。 

○ １区は、既存施設の活用と施設規模の面から、豊栄支所としました。 

○ ２区は、既存施設の活用と 2 区内の活用可能施設の中での施設規模の観点

から、中地区事務所としました。 

○  ３区は、既存施設の活用と交通の利便性の面から、市役所本庁舎としまし

た。 

○  ４区は、既存施設の活用と施設規模の面から、亀田支所としました。 

○  ５区は、既存施設の活用と施設規模の面から、新津支所としました。 

○  ６区は、既存施設の活用と施設規模の面から、白根支所としました。 

○  ７区は、既存施設の活用と交通の利便性の面から、坂井輪地区事務所とし

ました。 

○  ８区は、既存施設の活用と他の行政機関の集積の面から巻町役場としまし

た。  



公共施設に関する利用率，市民意識について
～財産白書（H26.3）より～

新潟市財産活用課作成資料より抜粋



分析：施設の用途分類別にみた現状
（利用者１人あたりコストと利用率）

施設種別 利用者１人あたり平均コスト 平均利用率

コミュニティセンター ４９９円 （１回利用あたり） ３２%（コマ数に対し）

地区公民館 円 （ %地区公民館 １，５９６円 （１回利用あたり） ３５%（コマ数に対し）

図書館（５００㎡以上） ３３７円 （１冊あたり貸出コスト）

小学校（児童/年） ７６万円 （最高２３６万円～最少３８万円）

中学校（生徒/年） ８３万円 （最高１９４万円～最少４９万円）

「財産白書」第6章巻末資料 306～315ページより作成 (H24)
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コミュニティ施設（全市）

2



図書館（全市）

3
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小学校（全市）

4



中学校（全市）

5
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公共施設に関する市民意識（１）



人口構成や財政負担についての認識

―「さらに少子高齢化・人口減少が進む可能性がある」と76.7％

の市民が認識、「施設老朽化に対する巨額の財政負担が必要と

される」ことについても46.3％の市民が認識

今後の施設の改修 建替えについて

公共施設に関する市民意識（２）

今後の施設の改修、建替えについて

―44.1％が「施設の維持重視」と回答するも、

22.6%の市民が「施設の削減検討」を支持

今後の施設の維持・管理方法について

―「利用頻度の低い施設は廃止し売却や貸付」を58.8％、「長寿
命化」を57.4％の市民が支持（複数回答）。「複合化・多機能

化」も27.6％が支持
「財産白書」86ページ「図4-7 財政負担についての認識」、「図4-8 今後の施設の改修、
建替えについての認識」、87ページ「今後の施設の維持、管理方法についての認識」より

28



29

（出典）新潟市都市政策研究所「研究活動報告書２００９」（抜粋）
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平成２７年１０月１４日 

「生涯学習の市長部局への移管」について 

新潟市教育委員会  

１ 生涯学習の所管 

下記法律により，教育委員会の所管とされている 

① 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 21 条 

② 社会教育法第 5条 

２ 「生涯学習の市長部局への移管」の可否 

地方自治法第 180 条の 7の「補助執行」などの手続きにより，公民館や図

書館の管理を含めて，市長部局での事務の執行は可能 

３ 「生涯学習の市長部局への移管についての市の姿勢 

① 市議会全員協議会資料（H25,3,22） 

生涯学習等の市長部局移管は，本質的な教育改革に繋がらないのではない

かと考え，選択肢とはしません。 

② 教育委員会の考え方（H27,8 教育委員会からの回答） 

生涯学習は、一生涯の人づくりであり、その根幹をなす社会教育は、教育

という観点から進めていく必要があります。

さらに、市教委では、学校と社会教育機関、地域住民等が一体となって教

育活動を進める「学・社・民の融合」による人づくり、地域づくり、学校づ

くりという考えを中心に、新潟市教育ビジョンを推進してきました。

そのために、これまで、全小・中学校に学校と地域、社会教育施設等をつ

なぐ地域教育コーディネーターを、公民館に学・社・民融合支援主事を配置

し、児童・生徒の学習活動の充実のみならず、教育活動を地域の活性化につ

なげるなど、実績をあげてきています。

また、４つの区の中心図書館に、学校図書館支援センターを設置し、学校

図書館機能の充実を図るとともに、学校図書館を活用した授業や、教員と学

校司書が協働する授業づくりを支援するなど、図書館と学校が連携した取組

を進めているところです。

生涯学習部門が教育委員会にあることで、これまで進めてきた「学・社・

民の融合」による教育を、学校教育と社会教育等が連携して一体的に推進す

ることができ、教育ビジョンが目指す新潟市の教育の実現に寄与するものと

考えます。
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（参考条文） 

○ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第三章 教育委員会及び地方公共団体の長の職務権限 

（教育委員会の職務権限）

第二十一条  教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、  

次に掲げるものを管理し、及び執行する。

十二  青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。  

十三  スポーツに関すること。

○ 社会教育法 

（市町村の教育委員会の事務）  

第五条  市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関

し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。  

一  社会教育に必要な援助を行うこと。  

二  社会教育委員の委嘱に関すること。  

三  公民館の設置及び管理に関すること。  

四  所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び

管理に関すること。  

五  所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関

すること。  

六  講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並び

にこれらの奨励に関すること。  

七  家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開

催並びに家庭教育に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。  

八  職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその

奨励に関すること。  

九  生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。  

十  情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うため

に必要な知識又は技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集 

会の開催並びにこれらの奨励に関すること。  

十一  運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関す

ること。  
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十二  音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関するこ

と。  

十三  主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第十八条 に規定

する学齢児童及び学齢生徒をいう。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日

において学校、社会教育施設その他適切な施設を利用して行う学習その他の活

動の機会を提供する事業の実施並びにその奨励に関すること。  

十四  青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動そ

の他の体験活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。  

十五  社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して

学校、社会教育施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提

供する事業の実施及びその奨励に関すること。  

十六  社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。  

十七  視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の

提供に関すること。  

十八  情報の交換及び調査研究に関すること。  

十九  その他第三条第一項の任務を達成するために必要な事務  

○ 地方自治法 

第百八十条の七  普通地方公共団体の委員会又は委員は、その権限に属する事

務の一部を、当該普通地方公共団体の長と協議して、普通地方公共団体の長

の補助機関である職員若しくはその管理に属する支庁若しくは地方事務所、

支所若しくは出張所、第二百二条の四第二項に規定する地域自治区の事務所、

第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市の区の事務所若しくはその

出張所、保健所その他の行政機関の長に委任し、若しくは普通地方公共団体

の長の補助機関である職員若しくはその管理に属する行政機関に属する職員

をして補助執行させ、又は専門委員に委託して必要な事項を調査させること

ができる。ただし、政令で定める事務については、この限りではない。
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